
国家戦略特区 検討要請回答 

規制改革事項 ６次産業化ファンドにおける農林漁業者の出資要件の緩和 

提案者 秋田県、非公表 

 

制度の所管・関係府省庁 農林水産省 

関係法令 

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の

創出等及び地域の農水産物の利用促進に関する法

律第 3条 

 

提案内容  

農林漁業者に２５％超を出資する資金力がない場合は、６次産業化に向けた事

業計画の妥当性が認められたものに限り、例外的に出資要件を緩和する。 

提案に対する回答  

 本年 10 月に、ファンド活用における農林漁業者の出資負担割合の軽減を図

るため、一定の要件※を満たした場合に、サブファンドの出資割合の引き上げが

可能となるよう措置（平成 26年 10月 10日に支援基準（告示）を改正）。 

 (※参考)サブファンドの出資割合引き上げの要件 

   ① 事業の規模等からみて農林漁業者が出資を行うことが困難であること。 

   ② 高い収益性の確保が見込まれること。 

   ③ 農林漁業者の所得の確保及び農山漁村における雇用機会の創出に資す

ること。 

 

 また、企業等が農林漁業に参入してファンドを活用する場合の留意点や活用

事例、ファンド活用における資金調達の具体的方法などを明らかにするため、「農

林漁業成長産業化ファンドの活用に係るガイドライン」を策定・公表（平成 26年

10月 10日）。 

 

 このようにファンドが関係者の方々に幅広く活用されるよう措置を講じた

ところであり、現在、こうした措置の内容を現場レベルに十分浸透させるために、

幅広く周知。 

 

 

 

 

 

平成２６年１２月２６日 内閣官房地域活性化統合事務局 提出資料 
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【関係法令抜粋】 

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物

の利用促進に関する法律（平成二十二年法律第六十七号） 

（定義）  

第三条  この章において「農林漁業者等」とは、農業者、林業者若しくは漁

業者又はこれらの者の組織する団体（これらの者が主たる構成員又は出資者

（以下この章において「構成員等」という。）となっている法人を含む。）をい

う。  

２  この章において「農林水産物等」とは、農林水産物及びその生産又は加

工に伴い副次的に得られた物品のうち動植物に由来するものをいう。  

３  この章において「農林漁業及び関連事業の総合化」とは、地域資源を活

用した農林漁業者等による新事業の創出等を図るため、単独又は共同の事業と

して農林水産物等の生産（農林水産物等を新商品の原材料として利用するため

に必要な収集その他の農林水産省令で定める行為を含む。次項及び第五項第一

号において同じ。）及びその加工又は販売を一体的に行う事業活動であって、

農林水産物等の価値を高め、又はその新たな価値を生み出すことを目指したも

のをいう。  

４  この章において「総合化事業」とは、農林漁業経営の改善を図るため、

農林漁業者等が農林漁業及び関連事業の総合化を行う事業であって、次に掲げ

る措置を行うものをいう。  

一  自らの生産に係る農林水産物等（当該農林漁業者等が団体である場合に

あっては、その構成員等の生産に係る農林水産物等を含む。次号において同

じ。）をその不可欠な原材料として用いて行う新商品の開発、生産又は需要の

開拓  

二  自らの生産に係る農林水産物等について行う新たな販売の方式の導入又

は販売の方式の改善  

三  前二号に掲げる措置を行うために必要な農業用施設、林業用施設又は漁

業用施設の改良又は取得、新規の作物又は家畜の導入、地域に存在する土地、

水その他の資源を有効に活用した生産の方式の導入その他の生産の方式の改善  

５  この章において「研究開発・成果利用事業」とは、次に掲げる研究開発

及びその成果の利用を行う事業であって、農林漁業者等による農林漁業及び関

連事業の総合化の促進に特に資するものをいう。  

一  新商品の原材料に適する新品種の育成、土地、水その他の資源を有効に

活用した生産の方式又は農林水産物等の生産に要する費用の低減に資する生産

の方式の開発、品質管理の方法の開発その他の農林水産物等の生産又は販売の

高度化に資する研究開発  
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二  新商品の生産に要する費用の低減に資する生産の方式又は機械の開発、

品質管理の方法の開発その他の新商品の生産又は販売の高度化に資する研究開

発  

６  この章において「産地連携野菜供給契約」とは、農業者又は農業者の組

織する団体（これらの者が主たる構成員等となっている法人を含む。以下この

項において同じ。）が指定野菜（野菜生産出荷安定法（昭和四十一年法律第百

三号）第二条に規定する指定野菜をいう。以下この章において同じ。）を原料

若しくは材料として使用する製造若しくは加工の事業又は指定野菜の販売の事

業を行う者との間において農林水産省令で定めるところにより締結する指定野

菜の供給に係る契約（複数の産地の農業者又は農業者の組織する団体が連携し

て行う指定野菜の供給に係るものであって、天候その他やむを得ない事由によ

り供給すべき指定野菜に不足が生じた場合に、これと同一の種別に属する指定

野菜を供給することを内容とするものに限る。）をいう。  
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